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独立行政法人地域医療機能推進機構人吉医療センターにおける 

病室備品等の賃貸借契約の公募の公告  
 

 

 令和４年４月１日からの当院における入院患者（以下「患者」という。）のための病室備品等の賃貸借契約に

伴う設置・運営事業者（以下「運営者」という。）を公募することにしましたので、希望する運営者は次のとお

り企画書及び賃貸借料にかかる見積書の提出をお願いします。 

 

 

 令和 3年 11月 12日 

 

                    独立行政法人地域医療機能推進機構  

                            人吉医療センター 院長 木村 正美  

 

１．事業概要 

 （１） 事業名 

    人吉医療センターにおける病室備品等の賃貸借契約 

 

 （２） 事業内容 

    当院が指定する場所（病室等）において、病院を利用する患者が快適な療養環境の中で入院生活を 

過ごすことができるための備品等の賃貸借及び運営・管理を実施する。 

 

 （３） 契約期間 

    令和４年４月１日から令和１２年３月３１日まで８年間とする。 

 

２．参加資格、選定基準及び評価基準 

 （１） 企画書及び見積書の提出者に要求される資格 

   独立行政法人地域医療機能推進機構会計規程（以下「会計規程」という。）及び独立行政 

法人地域医療機能推進機構契約事務取扱細則（以下「契約事務取扱細則」という。）の規程によるほ

か、次に掲げる条件を全て満たしていること。 

① 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）の「役務の提供」において「A」・「B」・「C」または 

「D」等級に格付けされ、九州・沖縄地域の競争入札参加資格を有すること。 

ただし、同等規模の病院（２５０床以上）で３年以上の実績があり当院が特に参加資格を認めた者に 

ついては、当該競争に参加することができる。※資格審査結果通知書の写しを添付すること。 

② 不正及び不誠実な行為が過去にないこと。 

③ 熊本県内に本店又は支店若しくは営業所を有する者であること。 

④ その他入札説明書による 

 

 （２） 企画書を特定評価するための評価基準（詳細は別紙） 

   ① 評価者 

      企画提案書の審査は、「人吉医療センターにおける病室備品等賃貸借審査評価者」（以下「評価者」

という。）にて行います。評価者は経理責任者である院長が、当病院に所属する役職員（当該業務の

直接契約業務に従事する者を除く）の中から指名し構成されます。 

    ② 選定 

       企画提案書の内容について、評価項目に従い総合評価を行います。（但し項目により点数が異なり 

ます。）運営業者の決定については、評価を点数化し、予定価格の範囲内で見積書を提出した者のう

ち合計点が最も高い者を第一交渉者とします。 
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    ③ 評価内容 

      書類配布時に評価表を添付します。 

④ 選定後の手続き 

      受託予定者として選定された入札者は、詳細な事業仕様について当院と協議を行います。協議が 

整わず、契約できる見込みがないときは、第二交渉権者と契約に向けて協議します。 

 

３．手続等 

 （１） 担当課・係 

    〒８６８－８５５５ 熊本県人吉市老神町３５番地 

      独立行政法人地域医療機能推進機構 人吉医療センター  

事務部 経理課  村山 純一 

      電話 ０９６６－２２―２１９１ 

 

 （２） 説明書の交付期間及び場所 

    ① 交付期間   令和 3年 11月 12日（金）～ 12月 14日（火）１2時まで   

             （ただし、行政機関の休日に関する法律に規定する休日を除く。） 

    ② 交付場所   上記「（１）」に同じ 

 

 （３） 参加希望者の登録・企画書・見積書の提出期限、提出場所及び方法 

    ① 登録期限   令和 3年 12月 14日（火） 15時 00分まで 

    ② 登録場所及び方法  上記「（１）」に同じ 

              別途配布する 別添様式１ 応募申込書 

                         別紙様式２ 見積書を持参又は郵送 

  

（４） プレゼンテーションの方法 

① 提出された企画提案書の補足説明のため、プレゼンテーションを実施する。 

② プレゼンテーションは、当院が指定した時間に実施する。 

③ プレゼンテーションは、説明１５分、質疑応答５分の一社あたり２０分とする。時間を超過し 

た場合は公平な審査の観点から、説明途中であっても打ち切る場合もある。 

        

４．その他 

 （１） 虚偽の内容が記載されている参加資格確認書類又は企画書及び見積書は、無効 

 （２） 契約書作成の要否 ･････ 要（病室備品等賃貸借契約に関する契約） 

 （３） 企画書ヒアリング ･････ 必要の都度実施予定 

 （４） 関連情報を入手するための窓口 ･････ 上記「３．（１）」に同じ 

 （５） その他詳細は、説明書、仕様書、評価基準による。 


